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1. はじめに 

内閣府は,南海トラフ巨大地震対策を検討するため

に地震・津波モデルの推計や,多岐にわたる被害想定を

進めている. しかしながら現段階の被害想定では,国

土における急激な人口減少による都市構造変化への考

察が含まれておらず,今後数十年間での被害想定の基

本となる地域要因が変化する可能性がある.また,国内

全域を対象とした想定であるので,詳細な地域状況ま

では網羅されておらず,各地域での検討が必要とされ

ている. 一方で，各地域では地域防災計画および災害

廃棄物処理計画等が作成されているものの,計画内容

は似通ったものであり,地域において重要視するべき

対策が明確でないため,震災時において適切な対応が

行えず被害の増大や復興の遅れなどの恐れがある. 

様々な分野で甚大な被害をもたらすとされている南

海トラフ巨大地震に対して“レジリエンス”という観

点からも,柔軟に震災と向き合い,広域な被害地域をい

ち早く復興へと導くために,現在の被害想定において

不十分な点を補う必要がある.したがって本研究では,

「2040 年までを見据えた人口減少による都市構造変

化」および「詳細なレベルでの地域特性」を捉えた視

点から地域を見ることで,既存の被害想定の不十分と

されているところを補うことを目的とする.その際に

対象とする「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地

域（139 市町村）」に関して,様々な“都市の位置づけ要

素”を通して見ることで,広域である対象地域を震災時

の対応の違いなどを考慮した上での抽出を行い,既存

の被害想定の枠では見落としてしまうような脆弱地域

を抽出し,震災被害および復興のさまたげになるよう

な要因に関しての推定を行う.これにより,地域特性を

生かした適切な震災対策への示唆へと繋げることを本

研究の目的とする. 

 

2. 南海トラフ巨大地震の基本的な情報 

南海トラフ巨大地震の場合は,広域的な地震となる

ために被害量も多い.避難者数は東日本大震災と比べ

て約 20 倍,建物がれき等による災害廃棄物量は約 13

倍,海底の泥などが津波によって巻き上げられること

で発生する津波堆積物は約 6 倍となり,復興に対して

深刻な影響を及ぼす危険性が高いことが明らかである. 

本研究では内閣府が指定した「南海トラフ巨大地震

津波避難対策特別強化地域 (14 都県 139 市町村)」(2)

を研究対象地域とする. 

 

3. 研究方法 

本研究にて震災被害を考慮した地域の特性をマクロ

なスケールで調査するに当たって,重要地域抽出（異

なる視点において震災で特に注意すべき地域を抽出す

る方法）を行い地震・津波影響下における地域の把握

に繋げる. 

 (ⅰ)人口集積地：震災において人的・物的被害量が多

いのは人口が集積している地域であり,周辺地域から

の出入りも激しく中枢的な役割を担う傾向にあるので,

迅速な復興が必要とされる. 

(ⅱ)孤立危険地域(3)：震災の際に地方都市は,立地的に

不利な地域で道路などのアクセスの遮断により孤立す

る集落が発生すると考えられている.これは避難や支

援の遅れなど地域の脆弱性へと繋がる. 

(ⅲ) 臨海工業地域：沿岸地域では工業が発展してい

る地域も多々存在し,震災時は一般的な建物とは異な

る弊害をもたらす可能性がある.また,経済的影響を来

す恐れもあり,対策が必要とされる地域である. 

(ⅳ)漁港背後集落危険地域(4)：漁港の中でも背後に密

接した形で集落を抱える漁港背後集落地域は高齢者率

が高く,人口減少も著しい地域である.また条件不利地

域に位置することが多く,脆弱性の要素を多く抱えて

いる地域である. 

(ⅴ)消滅危険地域：地方都市の中には震災被害以前に

今後の人口減少で消滅する可能性があるとされてい

る.このような状況下では被災後において稼働人口も

極めて少なくなり復興の遅れも考えられる. 

 これらを、その要素・内容も含め表１に整理した 
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表 1 重要地域の抽出要素 

 

 

4. マクロ分析結果 

 (ⅰ)人口集積地（例,高知市・日向市） 

各県において中心となる県庁所在地規模の市町村が

抽出され,中枢を担う地域を選別することが出来た.地

形的には沿岸に面した低平地を有する地域が多く高台

が少ないことから,津波による避難が困難をきたす可

能性があり,津波避難タワー等の設置の必要性がある

地域である.該当地域を見ると大部分が中部地方を占

めており,沿岸部が低平地であるということからも広

範囲にわたり都市的な広がりを見せる地域が多いとい

うことが確認できる. 

(ⅱ) 孤立危険地域（例,美波町・印南町） 

孤立集落を有する可能性がある地域は大半が半島・

島しょ部に分布しており,第一次産業が多い傾向があ

った.該当地域においては四国のシェアが大きく山が

迫った地域であるということが確認できる.逆に九州

エリアにおいては地方都市であっても平坦な地形を有

する地域が多いため、孤立する危険性が低いという結

果となった. 

(ⅲ) 臨海工業地域（大分市・津市） 

臨海部の工業地帯は比較的半島・島しょ部において

見受けられ,特に湾を形成する地域では大規模な工業

地帯が見受けられた.伊勢湾を中心に大規模な工業地

帯を有する中部地方・紀伊半島エリアでのシェアが高

く,次いで九州地方のシェアが高いことから,都心部に

おいては臨海部において工業的発展が見られる地域が

存在することが確認できる. 

(ⅳ)漁港背後集落危険地域（尾鷲市・黒潮町） 

比較的地方の都市の要素を組み込んだ抽出であった

が,第一次産業就業者率を指標に含めない事で規模に

関与せず漁港を有する地域の把握を可能とした.主に

四国・紀伊半島での存在比率が多く,町村地域はもちろ

んであるが尾鷲市や佐伯市などのように条件不利地域

ではあるものの市の規模である地域が例外的に存在す

ることを確認できた. 

 (ⅴ)消滅可能性地域(南種子町・古座川町) 

半島・島しょ部の特徴である山が迫った条件不利地

域を有する都市が多く,都市的な広がりが見られない

地域が抽出された.これらの地域では自治体が小規模

であるので防災事業に積極的に取り組めていない場合

には希薄な防災対策による被害の増大や復興の遅れな

どの可能性がある. 

 

5. 抽出地域における震災対策指針 

 地域特性を生かした震災対策指針の例として多くの

重要地域条件に該当した美波町を例とした対策指針を

表 2 に示す.徳島県美波町は人口規模が小さい地域で

山林が多くを占める条件不利地域が多く比較的漁業の

傾向が強い都市である.美波町の地域防災計画内には

漁港背後集落において生じる漂流物への対策が述べら

れていないが,高知市の地域防災計画(案)において対

策に記載が存在する.ことから地域性を考慮すること

で多様な対策へと繋がり,より効果的な震災対策指針

に繋がると考えられる. 

表2美波町における重要地域および対策 

 

 

6. おわりに 

 本研究は，震災の視点から地域性を分析することで,

地域別の問題点を明確にし,適切な対策を示した．今後

はマクロスケールでの分類項目をより細分化し ,将来

的には GIS などを駆使することで,地区・集落単位で

地域の詳細分析に繋げていきたいと考えている. 

 なお本研究は，環境省環境研究総合推進費

(3K153008：研究代表者北詰恵一)の研究の一部である

ことを付記する． 
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